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Abstract : The decisive factor in restructuring small-and-medium-sized 
enterprises under severe management environment is for the president, as the 
core of the company, to develop awareness as the central figure in managing 
the company.  In particular, restructuring activities must be approached based 
on the president’s sense of impending crisis.
　To strengthen such crisis awareness of the president, results can be 
effectively achieved through quantitative assessment of crisis awareness as 
well as guidance provided by a restructuring specialist, who can step in and 
intervene in management.
　Consequently, the following hypotheses are formulated in this research 
to elucidate in what way can intervention by the restructuring specialists 
enhance the crisis awareness of the president.  
(1) Under the guidance and intervention by the restructuring specialists, the 
president’s crisis awareness will indeed be enhanced.
(2) The level of enhancement of the president’s crisis awareness through 
guidance and intervention will differ according to the corporate attribute 
of the company and the personal attribute of the president.
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　本研究の RQ、研究方法・内容と仮説に至るまでの展開の概要を表 1 に示す。
表 1　リサーチ・クエスチョンと研究方法・内容、仮説対応表
      
 


















































































































　筆者が 40 年間にわたり経営再生を指導・支援してきたそれら約 1,100 社の企業の中から、「参
与観察事例」3として研究に必要なデータの入手が可能な企業を、下記の段階にて抽出した。
3 参与観察：一定期間対象企業内部に入り込み直接観察指導する手法。本研究での期間は 2 年間。
－ 26 －
中小企業に対する経営介入指導方法に関する研究
第 1 段階：直近 5 年間（2011 ～ 2016 年）で再生指導を完了した企業 ：145 社
第 2 段階：このうち本研究対象となるデータを確認できる企業 ：30 社




















再生企業 停滞企業 破綻企業 計
製造業 5 5 2 12
印刷業 2 2 1 5
通信業 1 1
建設業 3 1 4
卸業 1 2 3
飲食業 1 1
小売業 2 1 3
出版業 1 1
派遣業 1 1






















見通しが立った二時点（開始後 1 年および 2 年後）において、その他の項目と合わせて後述の
特性評価基準に基づき評価を行っている。本研究においては、その評価の内、「再生前」と「再














































































明確に認識 かなり認識 やや認識 あまり認識していない 認識していない












　再生前の危機意識の評価点の平均値が 1.800 点に対して、再生後は 2.767 点と 0.967 点の差















　しかも、再生前の社長の危機意識の評価点が 5 評価で 1.800 点と相当低いレベルにあった。




































































































③ もし増加傾向にあれば企業は成長域（B）、または再生過程（C → R）と考えることがで




⑤ 例え、かつて企業が成長域 / 改善域にあった時と同じ経営力であっても将来の方向は全
く異なる可能性もある。
・以上の点に特に留意して、ある経営力評価に対して、社長が適宜必要な危機感を抱くように、


























































































　なお、サンプル 30 社の平均社歴は 47.5 年、最短は 12 年、最長は 70 年である。
（3）「年間売上高」が社長の持つ危機意識の強化へどう貢献するか
　表 7 の下部に示すが、再生後の売上高と危機意識にはｒ＝ 0.551、ｔ＝ 3.494 であり、相
関係数の優位性の検定（有意水準 5％）では、相関係数が 0 であるとの仮説は棄却された。
Correlation coefficient table によると、売上高と危機意識には有意水準 1％としても正の相関


























　年齢と危機意識の間には再生前ｒ＝－0.034、ｔ＝－0.180、再生後ｒ＝ 0.034、ｔ＝ 0.180 と
いずれも相関関係が見られない。つまり、本研究においては、社長の年齢自体が際立って危機
意識の強化に影響を与える要因とは認められない、と考える。なお、当サンプルの社長の平均












　再生前は創業社長と非創業社長間の危機意識の平均値の差は、表 9 に示すようにＰ＝ 0.192、
ｔ＝ 0.884 で有意差は認められない。創業社長は志をもって創業したが、時を経るとその思い
が薄れ、危機意識が弱くなった結果、窮境状況に陥ったと思われる。


































































グループ 標本数 合計 平均 分散
ワンマン 8 19 2.375 0.268
組織 6 13 2.167 0.167
放任 16 22 1.375 0.250
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
グループ間 6.342 2 3.171 13.256 9.76E-05 3.354




グループ 標本数 合計 平均 分散
ワンマン 8 29 3.625 0.268
組織 6 21 3.500 0.300
放任 16 33 2.063 0.329
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
グループ間 17.054 2 8.527 27.697 2.88E-07 3.354
グループ内 8.313 27 0.308
合計 25.367 29
　ｎが小さいので確度に限界があるが、各タイプ間の相異は以下の様にまとめられる。
① 再生前において、社長の経営タイプによる危機意識の強さは、P ＝ 9.76E－05 と小さく、
観測された分散比は 13.256 と 5％有意水準値である F 境界値 3.354 を上回っており、経
営タイプの違いによって危機意識の強さは異なっている。
② 再生後においては、社長の経営タイプによる危機意識の強さは、P ＝ 2.88E－07、観測










変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
グループ内 10.667 5 2.133 17.067 3.23E-07 2.621
グループ間 19.167 3 6.389 51.111 1.42E-10 3.009
交互作用 5.833 15 0.389 3.111 0.0065 2.108
繰り返し誤差 3.000 24 0.125
合計 38.667 47　
　各経営タイプのｎを最小サイズである組織型の 6 社に合わせ、ワンマン型 8 からランダムに
6 選択した。放任型は放任型①と②の 2 グループ構成した。①グループは再生前評価点 1 点企





なみに、本研究のサンプル企業 30 社のうち、放任型社長は 16 社であり、この約 1/3 にあたる






務時間の割合などを観察して表 13 に基づいて、「営業型」「現場型」「管理型」「なし」に 4 分
類する。
表 13　社長の注力業務分類
主な経営課題 売上増加 現場効率 経費削減 これといってない
視線先 顧客・業界 設備・技能 統計・管理 これといってない
主行動ゾーン 顧客 製造現場・店内 事務所 これといってない
項目 営業型 現場型 管理型 なし

















の強さは、P ＝ 0.012 と 5％有意で注力業務によって違いがあることが見られる。
② 再生後においては、注力業務間の危機意識の強さは、P ＝ 6.11E-05、観測された分散比














グループ 標本数 合計 平均 分散
営業型 9 20 2.222 0.194
現場型 7 12 1.714 0.571
管理型 6 12 2.000 0.400
なし 8 10 1.250 0.214
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
グループ間 4.316 3 1.439 4.409 0.012 2.975





グループ 標本数 合計 平均 分散
営業型 9 32 3.556 0.278
現場型 7 16 2.286 0.905
管理型 6 18 3.000 0.400
なし 8 15 1.875 0.125
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
グループ間 13.774 3 4.591 11.341 6.11E-05 2.975
グループ内 10.526 26 0.405
合計 24.3 29
5．結論
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